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　IASB は、2006年11月にディスカッション・ペーパー「公正価値測定」（Fair Value Measurements）を
公表したが、その基礎として FASB の SFAS 第157号が用いられている。その後の IASB の公開草案「公正
価値測定」での要求事項は、SFAS 第157号と類似した文言が用いられていたものの、その多くは両基準間
で同一のものではなかった。こうした問題点を解決して共通の要求事項を開発するために進められたのが、
FASB と IASB の共同作業プロジェクトである。
　2011年５月には、FASB と IASB は、公正価値測定に関する会計基準のコンバージェンス作業による共同
プロジェクトの成果として、「アメリカ会計基準と IFRSs における共通の公正価値測定および開示規定のた
めの修正」（Amendments to Achieve Common Fair Value Measurement and Disclosure Requirements in 




























提唱者・支持者は CFA 協会にみられる。本論文は、CFA 協会の提唱する「包括的ビジネス報告モデル」




　まず、第１章においては、FASB による SFAS 第157号での公正価値の定義の検討と SFAS 第157号の設
定経緯の整理を通じて、本論文における研究目的と考察対象について論じている。ここでは、SFAS 第157
号の公表へと結実する社会での出来事と FASB が公表した会計基準の検討から、アメリカでのその変遷や
















的特性や FASB と IASB による概念フレームワーク・プロジェクトとの関わりなどの考察から、「包括的ビ
ジネス報告モデル」での公正価値をより厳密に捉えようとするものである。この考察から、CFA 協会が提













Reporting in the 1990s and Beyond）から一貫しているが、ここに純利益や1株当たり利益の報告に対する
懸念や、リサイクリングへの反対の見解も読み取れる。本章では、CFA 協会の利益概念が資本価値の期間








































を基礎としたはずの FASB と IASB のスタッフによる利益観が、実のところ、包括利益とヒックスの所得








　たとえば、本論文は、CFA 協会の見解が FASB の概念フレームワークやアメリカの会計基準（SFAS 第
157号など）と異なることを解明しているが、なぜこうした相違があるのか、つまりこの相違の決定要因は
何かを説明していない。また、本論文は、CFA 協会の見解を検討することを主目的としているが、CFA 協
会が投資家の意見をどれほど代表しているかは不明である。会計基準はゲームのルールの１つであるから、
様々な利害関係者がその設定に関心を持ち、見解を表明している。投資家であるか否かに関わらず、CFA
協会とは異なる見解を持つプレーヤーの見解についても取り上げ、公正価値会計について多角的に考察する
必要がある。なによりも、本論文は、財務諸表利用者・公正価値会計の支持者に限定して、文献考証による
公正価値会計の妥当性を検討しているが、自らが実態調査や実証研究などを実施して検討することやその裏
付けとなる研究成果も必要である。もとより、CFA 協会とは対極に位置する公正価値会計そのものに反対
の見解の妥当性の検討も不可欠である。
　このような課題が本論文には残るとはいえ、これらは今後の研究において補うべき課題でもあり、本論文
の学術的貢献を何ら損なうものではないと考えられる。本論文で解明した成果は、今後の研究の方向性を捉
えるために構築された基盤をなすものでもあり、一層の研鑽と学問的成長を期待し得るのに十分なものであ
る。
　以上により、本博士学位申請論文審査委員会は、所定の口頭試問などの結果も踏まえ、関西学院大学学位
規程第５条第１項の規定により、玉川絵美氏の学位申請論文が、博士（先端マネジメント）の学位を授与す
るのにふさわしいとの結論に至ったことをここに報告するものである。
